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平成１４年３月期  個別財務諸表の概要 
平成１４年  ５月２１日 

 

会 社 名  株式会社高見沢サイバネティックス    登録銘柄 

コード番号  ６４２４                       本社所在都道府県 東京都 

（URL  http://www.tacy.co.jp） 
問い合わせ先  責任者役職名 取締役 総括本部長 

        氏    名 佐 藤  統          ＴＥＬ（０３）３２２７－３３６１ 

決算取締役会開催日  平成１４年  ５月２１日   中間配当制度の有無  有  

定時株主総会開催日  平成１４年  ６月２７日   単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株） 

 

１．１４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

(1) 経営成績                                                             （百万円未満切捨て） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

１４年３月期 

１３年３月期 

百万円   ％ 

      8,525（△23.6） 

     11,159（  24.4） 

百万円   ％ 

       △577  （ －  ） 

         907  （ 203.4） 

百万円   ％ 

      △588  （  －  ） 

        886  （ 203.7） 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益  

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 

１４年３月期 

１３年３月期 

百万円   ％ 

 △360 （ － ） 

 △258 （ － ） 

円 銭 

  △39 87 

  △28 62 

円 銭 

  － 

  － 

％ 

 △12.6 

  △8.0 

％ 

  △5.2 

    7.6 

％ 

  △6.9 

    7.9 

(注) 1．期中平均株式数   14 年 3 月期  9,049,790 株   13 年 3 月期  9,049,790 株 

   2．会計処理の方法の変更   無 

   3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

１４年３月期 

１３年３月期 

円 銭 

    0   0 

    6   0 

円 銭 

    0   0 

    0   0 

円 銭 

    0   0 

    6   0 

百万円 

     － 

     54 

％ 

    － 

    － 

％ 

    － 

    1.8 

(注) 14 年 3 月期期末配当金の内訳  記念配当０円０銭、特別配当０円０銭 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 

１４年３月期 

１３年３月期 

百万円 

     10,865 

     11,564 

百万円 

      2,646 

      3,062 

％ 

       24.4 

       26.5 

円  銭 

       292   45 

       338   42 

(注) 1．期末発行済株式数   14 年 3 月期 9,049,790 株   13 年 3 月期  9,049,790 株 

2．期末自己株式数    14 年 3 月期       210 株   13 年 3 月期        210 株 

 

２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

通  期 

百万円 

   3,755 

  10,302 

百万円 

    △248 

      342 

百万円 

   △324 

     154 

円 銭 

   0   0 

―――― 

円 銭 

―――― 

   0   0 

円 銭 

―――― 

   0   0 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）   17 円 02 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績

は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

店 
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個 別 財 務 諸 表 等 
（１）貸借対照表 
                                                                         （単位：千円） 

当      期 
（平成14年3月31日現在） 

前      期 
（平成13年3 月31 日現在） 

  期   別 

 
科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 金 額 

（資 産 の 部）  
％ 

 
％ 

 

流  動  資  産               

 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 
売 掛 金 

自 己 株 式 

製 品 
半 製 品 

原 材 料 
仕 掛 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 

※4 
※1 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

2,393,807 

228,833 
3,405,698 

－ 

88,491 
483,237 

285,924 
522,620 

15,222 

33,817 
323,643 

61,276 
△3,691 

 

2,571,351 

1,086,034 
3,139,028 

149 

105,730 
445,510 

245,992 
690,511 

14,415 

45,294 
142,889 

36,795 
△4,256 

 

△177,544 

 △857,201 
266,669 

△ 149 

△17,239 
37,726 

39,931 
△167,891 

807 

△11,477 
180,754 

24,480 
565 

流  動  資  産  合  計 7,838,881 72.1 8,519,449 73.7 △680,568 

固  定  資  産               

有 形 固 定 資 産          ※2      

建 物 

構 築 物 
機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 
土 地 

 

740,142 

7,765 
18,381 

2,635 

430,654 
552,640 

 

774,141 

8,673 
22,323 

4,085 

456,907 
552,640 

 

△33,999 

△907 
△3,942 

△1,449 

△26,252 

－ 
有形固定資産合計  1,752,219 16.2 1,818,771 15.7 △ 66,551 

無 形 固 定 資 産                

 ソ フ ト ウ ェ ア 
電 話 加 入 権 

電話専用施設利用権 
 

15,181 
7,118 

1,885 
 

24,629 
7,118 

2,093 
 

△9,448 

－ 
△207 

 無形固定資産合計  24,185 0.2 33,841 0.3 △9,655 

投資その他の資産                

 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 前 払 費 用 
敷 金 及 び 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

172,575 

100,000 

812 
194,826 

785,592 
17,755 

△21,265 

 

161,913 

100,000 

1,218 
205,777 

714,729 
16,705 

△8,340 

 

10,662 

－ 
△406 

△10,950 
70,863 

1,050 

△12,925 

  投資その他の資産合計            1,250,296 11.5 1,192,002 10.3 58,294 

 固  定  資  産  合  計             3,026,701 27.9 3,044,614 26.3 △17,912 

 資   産   合   計             10,865,582 100.0 11,564,064 100.0 △698,481 
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                                                                     （単位：千円） 

当      期 
（平成14年3月31日現在） 

前      期 
（平成13年3 月31 日現在） 

  期   別 

 

科   目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 金 額 

（負 債 の 部）  
％ 

 
％ 

 

流  動  負  債               

 

支 払 手 形 

買 掛 金 
短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 
そ の 他 

※1,4 

※1 
 

 

 
 

 
 

1,887,454 

455,450 
3,020,000 

52,370 

95,813 
6,366 

113,440 
10,019 

 

1,428,971 

409,017 
3,600,000 

173,174 

86,986 
371,912 

245,177 
11,659 

 

 458,482 

46,432 
△580,000 

△120,804 

8,827 
△365,546 

△131,737 
△1,639 

流  動  負  債  合  計 5,640,914 51.9 6,326,898 54.7 △685,984 

固  定  負  債               

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

 

600,000 

1,880,717 

97,321 

 

100,000 

1,846,179 

228,320 

 

500,000 

34,538 

△130,999 

固 定 負 債 合 計  2,578,039 23.7 2,174,500 18.8 403,539 

 負 債 合 計  8,218,953 75.6 8,501,398 73.5 △282,444 

 
（資 本 の 部）           

 
 

 
 

 

資 本 金 

資 本 準 備 金 

利 益 準 備 金 
そ の 他 の 剰 余 金 

※3 700,700 

1,083,430 

109,500 

6.4 

10.0 

1.0 

700,700 

1,083,430 

102,000 

6.1 

9.3 

0.9 

－ 

－ 
7,500 

 任  意  積  立  金       

     別 途  積  立  金   1,000,000  1,000,000  － 

 
当期未処分利益又は

当期未処理損失（△） 
 △264,710  176,535  △441,246 

 

その他の剰余金合計 

その他有価証券評価差額金            
自 己 株 式 

 

735,289 

17,859 
△149 

6.8 

0.2 
△0.0 

1,176,535 

－ 

－ 

10.2 

－ 

－ 

△441,246 

17,859 
△149 

 資 本 合 計  2,646,629 24.4 3,062,665 26.5 △416,036 

 負 債 ・ 資 本 合 計  10,865,582 100.0 11,564,064 100.0 △698,481 
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（２）損益計算書 
                                                                           （単位：千円） 

当   期 
 自 平成13年4月 1日           
 至 平成14年3月31日           

 前   期 
 自 平成12年4月 1日           
 至 平成13年3月31日           

   期   別 

 
 

科   目 金  額 百分比 金  額 百分比 

増 減 金 額 
対前期 

増減率 

  ％  ％  ％ 

売 上 高           

売 上 原 価           

※1 

 

8,525,784 

 

100.0 11,159,249 

 

100.0 △2,633,464 △23.6 

期首製品・半製品たな卸高 

当 期 商 品 仕 入 高 

当期製品・半製品製造原価 

 

 

 

551,241 

138,603 

6,841,014 

 

486,252 

160,147 

8,045,050 

 

64,988 

△21,543 

△1,204,036 

 

合 計         

他 勘 定 振 替 高 

期末製品・半製品たな卸高 

7,530,859 

74,900 

571,728 

 

8,691,450 

26,712 

551,241 

 

△1,160,591 

48,188 

20,487 

 

売 上 原 価 合 計 6,884,229 80.7 8,113,496 72.7 △1,229,267 △15.2 

 

売 上 総 利 益 

 

※2 

 

 

 1,641,555 19.3 3,045,753 27.3 △1,404,197 △46.1 

販売費及び一般管理費           ※3,4 2,219,149 26.1 2,138,383 19.2 80,766 3.8 

営業利益又は営業損失（△）            △577,594 △6.8 907,369 8.1 △1,484,964 － 

営 業 外 収 益                 

1,233 

28,288 

23,040 

5,943 

2,760 

28,721 

23,040 

12,400 

△1,527 

△432 

－ 

△6,456 

受 取 利 息 

受 取 配 当 金 

不 動 産 賃 貸 収 入 

そ の 他 

営 業 外 収 益 合 計 

 

※5 

※5 

 

 58,505 

 

 

 

0.7 
66,922 

 

 

 

0.6 
△8,416 

 

 

 

 

 

△12.6 

営 業 外 費 用                  

支 払 利 息 

そ の 他 

52,050 

17,244 

59,685 

28,242 

△7,635 

△10,997 

営 業 外 費 用 合 計 69,294 

 

 

0.8 87,927 

 

 

0.8 △18,632 

 

 

△21.2 

経常利益又は経常損失（△）            

 

 

 

 △588,383 △6.9 886,364 7.9 △1,474,748 － 

特 別 損 失                  

固 定 資 産 除 却 損 

会 員 権 評 価 損 

投資有価証券評価損 

退職給付会計基準変更時
差 異 償 却 額 

※6 1,984 

12,500 

22,529 

－ 

 

 

 

 

6,563 

11,990 

－ 

1,304,935 

 △4,579 

510 

22,529 

△1,304,935 

 

特 別 損 失 合 計  37,013 0.4 1,323,489 11.8 △1,286,475 △97.2 

税 引 前 当 期 純 損 失 
法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

 
625,397 

－ 
△264,550 

△7.3 

－ 
△3.1 

437,124 

454,000 
△632,133 

△3.9 

4.1 
△5.7 

△188,272 

△454,000 
367,583 

－ 

－ 

－ 

当 期 純 損 失 

前 期 繰 越 利 益 

360,847 

96,137 

△4.2 

 

258,991 

435,527 

△2.3 

 

△101,855 

△339,390 

－ 

 

 

当 期未処分利益又は  
当期未処理損失（△） 

 

△264,710  176,535  △441,246  
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（３）利益処分案及び損失処理案 
                                                                     （単位：千円） 

当   期 
 自 平成13年4月 1日           
 至 平成14年3月31日           

前   期 
自 平成12年4月 1日           
至 平成13年3月31日           

 

科   目 
 

    金      額 

 

科   目 
 

    金      額 

264,710 176,535 

 

 
  7,500 

 54,298 
 18,600 

（  2,600） 

 

 
  

 

     80,398 

    264,710      96,137 

 
 

当 期 未 処 理 損 失          
 

 

 
 

 
 
 

 

次 期 繰 越 損 失          
 

 
 

当 期 未 処 分 利 益          
 

利 益 処 分 額          

利 益 準 備 金 
配   当   金 

役 員 賞 与 金 
（うち監査役賞与金） 
 

利 益 処 分 額 合 計          

次 期 繰 越 利 益          
 

（注）配当金には、自己株式 210 株の配当金を除いてあります。 
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重 要 な 会 計 方 針            
 
1． 有価証券の評価基準及び評価方法 
子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 
その他有価証券……………………時価のあるもの 
                決算日の市場価格等に基づく時価法 
                （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 
               時価のないもの 
                移動平均法による原価法 

2． たな卸資産の評価基準及び評価方法 
商品・製品………個別原価法及び総平均法による原価法 
半製品・原材料…総平均法による原価法 
仕掛品……………個別原価法 
貯蔵品……………最終仕入原価法 

3． 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資 産……定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい                   
ては、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
   建物          3～46 年 
   機械及び装置  5～13 年 
   工具器具備品  2～20 年 

無形固定資 産……定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法を採用しております。 

4． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。 
5． 引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金         ……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金         ……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち                      
当期の負担額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金         ……従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理することとしております。 

役員退職慰労引当金         ……役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し                      
ております。 

6． リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
7． その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
 
 
（追加情報） 
 
（金融商品会計） 
当期からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金融商品に係る会計基準（｢金融商
品に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用しております。
この結果、従来の方法によった場合と比較してその他有価証券評価差額金が 17,859 千円計上されたほか、投
資有価証券が 30,792 千円増加し、繰延税金資産が 12,933 千円減少しております。 
 
（自己株式） 
前期において、流動資産に掲記していた｢自己株式｣（前期末149 千円）は、財務諸表等規則の改正により、
当期は、資本の部の末尾に控除方式で表示しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

当 期 

（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

前 期 

（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

※1 関係会社に対する主な資産・負債 
各科目に含まれている関係会社に対する

ものは、次のとおりであります。 

売掛金        408,118 千円 
支払手形        13,756 

買掛金         45,159 

※2 有形固定資産の減価償却累計額 

           3,196,161 千円 

※3 会社が発行する株式の総数及び発行済株式
の総数 

会社が発行する株式の総数 
           29,600,000 株 

発行済株式の総数 

           9,050,000 株 

 

※4 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、

当期の末日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理して
おります。期末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。 

受取手形              16,870 千円 

支払手形             377,549 

※1 関係会社に対する主な資産・負債 
各科目に含まれている関係会社に対する

ものは、次のとおりであります。 

売掛金        346,711 千円 
支払手形        31,259 

買掛金         51,691 

※2 有形固定資産の減価償却累計額 

                  2,886,807 千円 

※3 会社が発行する株式の総数及び発行済株式の
総数 

会社が発行する株式の総数 
           29,600,000 株 

発行済株式の総数 

            9,050,000 株 

 

※4 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、

当期の末日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理して
おります。期末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。 

受取手形              78,740 千円 

支払手形             340,760 
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（損益計算書関係） 

当 期 

自平成 1 3 年 4 月 1 日            

至平成 1 4 年 3 月 3 1 日            

前 期 

自平成 1 2 年 4 月 1 日            

至平成 1 3 年 3 月 3 1 日            

※1  関係会社との取引に係るものが次のとおり 

   含まれております。 

関係会社への売上高   864,210 千円 
 

※2  他勘定振替高の内訳は、次のとおりであり 

 ます。  

未収金（有償支給）     42,625 千円 

工具器具備品        21,793 

その他          10,482 

 計          74,900 

 
 

※3  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金 

   額は、次のとおりであります。 

給料         535,222 千円 

退職給付引当金繰入額   59,740 

役員退職慰労引当金繰入額   12,719 

賞与引当金繰入額     35,360 

減価償却費       14,744 

試験研究費      763,805 

製品修理費      186,217 

貸倒引当金繰入額       525 

 

販売費に属する費用と一般管理費に属する 

   費用の割合は、概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用               約 38％ 

一般管理費に属する費用               約 62％ 

 

※4 一般管理費に含まれる研究開発費    
           763,805 千円 
 

※5 関係会社との取引に係る営業外収益の内訳 

   は、次のとおりであります。 
受取配当金       27,000 千円 

不動産賃貸収入     23,040 
 

※6 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであ
ります。 

機械及び装置        779 千円 

車両運搬具          57 

工具器具備品       1,146 

 計           1,984 
 

※1  関係会社との取引に係るものが次のとおり 

   含まれております。 

関係会社への売上高 1,400,494 千円 

 

※2  他勘定振替高の内訳は、次のとおりであり 

 ます。  

工具器具備品         12,144 千円 

未収金（有償支給）   11,997 

その他          2,571 

 計          26,712 

 

 

※3  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金 

   額は、次のとおりであります。 

給料         465,657 千円 

退職給付引当金繰入額   53,984 

役員退職慰労引当金繰入額   15,187 

賞与引当金繰入額    69,271 

減価償却費       13,723 

試験研究費      699,202 

製品修理費      159,365 

貸倒引当金繰入額     △183 

 

販売費に属する費用と一般管理費に属する 

   費用の割合は、概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用               約 41％ 

一般管理費に属する費用               約 59％ 

 

※4 一般管理費に含まれる研究開発費 
           699,202 千円 
 

※5 関係会社との取引に係る営業外収益の内訳 

   は、次のとおりであります。 

受取配当金       27,000 千円 

不動産賃貸収入     23,040 
 

※6 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであ
ります。 

建物            345 千円 

機械及び装置        783 

工具器具備品       5,367 

その他           67 

 計           6,563 
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（リース取引） 

当 期 

自 平成13年4月  1日            

至 平成14年3 月31日            

前 期 

自 平成12年4月  1日            

至 平成13年3 月31日            

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

1． リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 
 

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期末残高 

相 当 額  
取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期末残高 

相 当 額 

 

工具 

器具 

備品 

千円 

 

41,430 

 

千円 

 

22,931 

 

千円 

 

18,498 

 

 

工具 

器具 

備品 

千円 

 

31,458 

 

千円 

 

14,568 

 

千円 

 

16,890 

 

合計 41,430 22,931 18,498 

 

合計 31,458 14,568 16,890 

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

 

2． 未経過リース料期末残高相当額 

 

1 年 内    8,286 千円 

1 年 超    10,212 

合   計    18,498 

 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

 

3． 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

支 払 リ ー ス 料           8,286 千円 

減価償却費相当額           8,286 

 

4． 減価償却費相当額の算定方法 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

 

（注） 

同   左 

 

 

 

2． 未経過リース料期末残高相当額 

 

1 年 内    6,291 千円 

1 年 超    10,598 

合   計    16,890 

 

（注） 

同 左 

 

 

 

 

3． 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

支 払 リ ー ス 料           6,291 千円 

減価償却費相当額           6,291 

 

4． 減価償却費相当額の算定方法 

 

同 左 
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（有価証券） 

 
第 33 期（自平成 13 年 4 月 1 日 至平成 14 年 3 月 31 日）及び第 32 期（自平成 12 年 4 月 1 日 至平成

13 年 3 月 31 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（税効果会計） 

 
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                         第 33 期                第 32 期 

                                         （平成 14 年 3 月 31 日現在）       （平成 13 年 3 月 31 日現在） 

繰延税金資産 

  未払事業税等                 2,235 千円                       35,890 千円 

  賞与引当金繰入額超過額           14,584                            53,342 

  一括償却資産損金不算入            5,580                             7,885 

  役員退職慰労引当金繰入額           40,875                            95,895 

  退職給付引当金繰入額超過額         657,046                          601,501 

  棚卸資産評価損                              63,421                            58,596 

  投資有価証券評価損                          10,386                                － 

  貸倒引当金損金不算入                         5,459                                － 

  繰越欠損金                                 319,742                                － 

  その他                                      2,840                             4,509     

繰延税金資産合計              1,122,168                           857,618 

 

繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額金                   12,933                                －     

繰延税金負債合計                              12,933                                －      

繰延税金資産（負債）の純額         1,109,235                      857,618   

 
 
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 

当期（平成 14 年 3 月 31 日現在）につきましては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため注記を省略しております。 

                                               第 32 期 

                                                                         （平成 13 年 3 月 31 日現在） 

    法定実効税率                                                42.0％ 

    （調整） 

    交際費等永久に損金に算入されない項目                                    △ 3.7 

    受取配当金等永久に益金に算入されない項目                                     6.2 

    住民税均等割等                                                            △ 2.2 

    その他                                                                    △ 1.5     

    税効果会計適用後の法人税等の負担率                                          40.8     

 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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 役  員  の  異  動  
 
 

1． 代表者の異動（平成 14 年 6 月 27 日付） 

 

 該当事項はありません。  

 

2． その他役員の異動（平成 14 年 6 月 27 日付） 

 

(1) 新任取締役候補 

 

 取 締 役  矢ケ﨑 和 良    （現 交通機器本部本部長） 

 

 取 締 役  鶴 岡 亨 彦  （現 富士電機株式会社流通機器システムカンパニー カード・

通貨機器事業部長） 

 

 取 締 役  守 谷 高 志    （現 富士通株式会社経理部長兼関連事業部長） 

 

(2) 退任予定取締役 

 

                     工 藤 正 光    （現  取締役 

                     株式会社高見沢サービス代表取締役社長に専任） 

 

                     花 谷 清 和    （現  取締役） 

 

 

 

 

 


